
公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

１　基本情報（現年７月１日現在）

２　出資等の状況（直近の決算現在）

（単位：千円）

※「出資等」とは、地方自治法に基づく「出資又は出捐」をさします。

※「資本金等」とは、地方自治法に基づく「資本金、基本金その他これらに準ずるもの」をさします。

【内訳】

※四捨五入の影響で、割合の合計が100％にならないことがあります。

※一定の同質性がある場合や割合上位５者以外は、まとめていることがあります。

※まとめた場合、順位は「―」としており、まとめた者の中で最も高い出資割合は備考をご覧ください。

総合企画部交通計画課

043-223-2277

令和5年6月1日

京葉臨海鉄道株式会社

代表取締役社長　𠮷澤　淳

千葉市中央区新町18番地14

団体名 （県）所管所属

代表者
職氏名

電話番号

1,948,000

左記割合の
順位

2位

1位

直近の決算
承認日

所在地

当初設立
年月日

設立の経緯
団体の略歴

出資等の合計

資本金等の金額

出資等した者

千葉県

日本貨物鉄道㈱

昭和37年11月20日

【設立趣意等の経緯】
　京葉臨海工業地帯の造成に伴い、誘致した企業の貨物輸送力の確
保を図り、京葉臨海工業地帯で生産される物資を円滑に輸送するた
め、昭和37年11月、当時の日本国有鉄道、千葉県及び進出企業が出
資をし、貨物専用の地方鉄道として設立された。

【略歴】
S38.9　　蘇我～浜五井間　運輸営業開始
S42.10　 石油類専用列車運転開始
S48.3　　袖ヶ浦～京葉久保田駅　運輸営業開始
H2.3　　 京葉久保田駅コンテナ営業開始
H9.3　　 村田駅を千葉貨物駅に改称
H30.10　 市原玉前危険物倉庫営業開始
　　　　 グレースコート千葉みなと賃貸事業開始
R3.11　　千葉倉庫営業所八幡浦倉庫分所開業
R4.5　　 会社創立60周年記念事業の一環として、60周年記念
　　　　 デザインヘッドマークを付けて運転

(1)鉄道事業法による貨物の運輸業
(2)日本貨物鉄道株式会社等に係る業務の受託
(3)鉄道付帯設備の賃貸に関する事業
(4)倉庫業
(5)貨物利用運送事業
(6)不動産の売買、賃貸、仲介及び利用開発に関する事業
(7)産業廃棄物の収集・運搬に関する事業
(8)前各号に付帯又は関連する一切の事業

資本金等以外の金額

出資等の対象の区分

0

電話番号

団体ＨＰの
ＵＲＬ

資本金等の
金額（千円）

610,000

661,100

 当社の使命は、京葉臨海工業地帯で生産・消費さ
れる石油類・化学工業品をはじめとした物資輸送の
担い手として、また、近年のモーダルシフトの受け
皿として、地域社会に貢献することである。
　また、「JR貨物グループ中期経営計画2023」に基
づき、当社もその一員として５か年の中期計画を策
定し、各部門が掲げた目標の達成に向けて、各種施
策を計画的に推進している。
　鉄道事業は、大宗貨物である石油類に関しＪＲ貨
物、日本オイルターミナル、日本石油輸送との連携
を強化し、輸送量の維持拡大を目指す。コンテナ貨
物はＪＲ貨物グループと臨海鉄道グループのネット
ワークを最大限活用するとともに、運送事業者との
協調を深め、モーダルシフトの受け皿として顧客の
獲得に努める。
 不動産事業については、テナントとの良好な関係
の維持・構築、近隣不動産会社との協力関係の強
化、賃貸不動産の効率的かつ計画的な維持管理によ
り、収益確保に努める。
 倉庫事業については、積極的な営業活動とお客様
設備の情報先取りに努め、保管貨物の確保を図る。
 また、人材の確保・育成に向けて、若年者が求め
る職場環境の整備とキャリアパスの明確化により、
働き甲斐のある企業風土を醸成し、定着率の向上に
努める。

資本金等以外の
金額（千円）

経営方針（団体代表者が記入）

定款に定める
設立の目的

043-302-7011

https://www.rintetu.co.jp

備考

該当なし

該当なし

1,948,000

左記全体に
占める割合

0

0

40,800

最大出資割合2.05％

5位

025.18%490,445 ―

コスモ石油㈱

出光興産㈱

住友化学㈱

その他41者

31.31%

33.94%

3.92%

3.56%

2.09%

0 該当なし

該当なし

該当なし

76,355

69,300 0

0

3位

4位
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

３　団体の主な事業（直近の決算現在）

千円

【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

67,494 千円 148,806 千円 0 千円 216,300 千円 0 0 千円

【事業３】名称：倉庫事業 【事業区分】 収益事業

【事業内容・実績】
　千葉貨物駅及びその近隣に倉庫を保有し、保管・集配を一体化した総合物流サービスの提供

【公共性・公益性】
　収益事業のためなし

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

有（県内＋近都県内） 補足説明 倉庫業を営む民間企業等 無

【事業収支】 【事業支出】 うち行政からの収入

【事業収支】

【外部収入】 うち県からの収入

51,455 千円 127,812 千円 0 千円 179,267 千円 0 千円 0 千円

【公共性・公益性】
　京葉臨海工業地帯における物資輸送機関として、その公共性及び公益性は非常に高い。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

【事業区分】 収益事業【事業１】名称：鉄道事業

【事業内容・実績】
・営業キロ：23.8㎞
・営業区間：蘇我駅～京葉久保田駅
・駅数：9駅
・R4年度実績　輸送量：1,919千トン　運輸収入：1,207百万円

【県の財政支出の有無】

有（県内＋近都県内） 補足説明 不動産業を営む民間企業等 無

【外部収入】

1,753,489 0 1,797,220

【事業２】名称：不動産事業 【事業区分】 収益事業

【事業内容・実績】
・京葉線高架下を借り受け、施設（店舗、事務所、駐車場）を建設し、賃貸
・自社用地の有効活用し、集合住宅・倉庫の賃貸

【公共性・公益性】
　収益事業のためなし

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】

【事業支出】 【内部収入】

無

0

うち県からの収入うち行政からの収入

0 千円千円千円千円千円千円

【事業収支】

43,731

補足説明 無

【内部収入】

【事業４】名称：鉄道付帯設備賃貸事業 【事業区分】 公益目的事業

【事業内容・実績】
・ＪＲ武蔵野線・京葉線（南流山～西船橋～蘇我）において、貨物列車を運行するための整備事業
・ＪＲ貨物隅田川駅発着の貨物列車の増強のための整備事業
※ともに整備に要する補助金及び借入金は、当社が受領して所要設備の工事を行い、借入金の償還が完了するまでの期間、所要経費に
ついてＪＲ貨物が賃借料として負担することで当該設備を賃貸している。

【公共性・公益性】
　当社の鉄道事業に密接な関係があるばかりでなく、日本国内における貨物鉄道輸送の安定性や利便性を向上させる意味でも、高い公
共性・公益性を有する事業である。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

無 補足説明 無

【事業収支】 【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

0 千円 198,861 千円 0 千円 198,861 千円 0 千円 0 千円
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

４　県の関与等の現状に関する見直し（現年７月１日現在　※ただし、（４）（６）は直近の決算現在）

（７）団体に勤務する県現
職者の役職・業務内容と派
遣等の必要性

（５）資本金等に占める県
の出資若しくは出捐の割合
又は金額の妥当性

【計画等名】（対象期間：○～○）

【指標名】（単位：○○）

【指標と事業の関係性及び達成状況】

基準（○年度） 実績（○年度） 目標（○年度）

（３）県が自ら施策を実施
することその他の事業手法
と費用対効果を比較して、
出資又は出捐関係を維持す
る意義

（１）当初の目的を踏まえ
つつ現在において必要性を
問い直してもなお、出資又
は出捐関係を維持する意義

（２）類似団体や民間団体
などの他の担い手が存在し
ている場合においてもな
お、出資又は出捐関係を維
持する意義

名県以外が負担

京葉臨海工業地帯に誘致した企業の貨物輸送力の確保を図るため、県及び日本貨物鉄道㈱が中心となって
出資し設立した経緯がある。依然として、当該工業地帯における貨物輸送機関としての必要性は高く、ま
た、長距離幹線輸送のモーダルシフトの担い手としての必要性も高いことから、進出企業の出資状況等を
総合的に考慮した上で、県として必要最小限の割合で出資している。

【県が出資等した当初の目的】
京葉臨海工業地帯に誘致した企業の貨物輸送力の確保を図ること。

【関係を維持する現在の意義】
　令和４年度の貨物輸送実績は1,919千トンであり、依然として京葉臨海工業地帯における貨物輸送機関と
しての必要性は高い。
　近年では大型ディーゼルトラック等の通行量増大による道路沿線の大気汚染、騒音等の環境問題、道路
交通混雑等の問題が顕在化するとともに、「2024年問題」としてトラック輸送の人手不足問題もクローズ
アップされるなど、長距離幹線輸送のモーダルシフト（トラックから貨物鉄道輸送への転換）の担い手と
しても必要性が高い。

【県が関与の理由としている事業のうち、他の担い手が存在している事業】

【他の担い手が存在している場合であっても関係を維持する意義】

　鉄道による運輸業は専門性を有するため、県の直営で実施することは困難である。
　また、京葉工業地帯造成及び当該造成地への企業誘致の際、誘致した企業の貨物輸送力の確保を図るた
めに県と（現）日本貨物鉄道㈱が中心となり出資、設立を行った経緯からも、引き続き、第三セクターと
して経営することが妥当である。

【名称】

【内容】（金額：○○千円）

【必要性】

00県が負担【諸手当等を除く給料・報酬の負担者・人数】

【役職・業務内容】

【派遣等の必要性】

（６）運営費補助や赤字補
填等を目的とした財政支出
の名称、内容及び必要性

名

（４）県が関与の理由とし
ている事業が関係する県計
画等の主な達成状況
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

５　関与方針に基づく取組状況等（直近の決算現在）

５－２　経営健全化方針に基づく取組状況等（直近の決算現在）

※公社等外郭団体関与指針第５の１（２）に規定する次の法人に該当する場合で、要件の詳細は同細則４をご覧ください。

　・債務超過法人

　・実質的に債務超過である法人

　・近年の経常損益の状況から赤字が累積し、近い将来、債務超過に陥る可能性が高い法人 

　・県が多大な財政的リスクを有する法人

（５）県とし
ての今後の対
応の方向性

（１）関与方
針区分　※

　中期経営計画（2019年度～2023年度）及び2023年度経営計画に基づき、収益構造の改善、効率的な業務運営、コスト
削減、人材の確保・育成等を柱とする各種施策を実施し、経営改善に努める。

関与維持（自立的な経営改善）

（２）県とし
ての具体的な
取組　※

※　関与方針とは、令和４年１２月２７日策定の「公社等外郭団体関与方針」であり、「関与方針区分」や「県としての具体的な取
組」は、そこから転記しています。

　輸送物資の大宗を占める石油類については、長期的な視点では地球温暖化防止に向けた化石燃料の消費抑制、省エネ
ルギー技術の進歩等による需要の減少が見込まれ、大幅な伸びは期待できない。
　コンテナ輸送については、京葉臨海工業地帯の各企業の現状から、新たな事業拡大は望みにくく、沿線事業所からの
大幅な増送は難しい。

　経営状況を把握の上、団体の判断による自立的な経営改善により、安定的かつ持続的な経営を求める。

　収入の確保や経営の効率化に向け、石油輸送については、関係石油輸送各社との連携の下、石油元売各社の動向を把
握し、車扱の輸送量の確保に努め、コンテナについては、荷主企業とのソリューション活動、新規輸送の確保等を行
い、収入確保に努めるなど、各部門において、様々な取り組みを展開した結果、令和４年度は、営業利益が162,680千
円、当期純利益は265,885千円となり、11期連続で黒字を計上した。

（１）策定要
件の該当性※

（３）取組実
績とその成果

（４）課題

該当しない

4/9



公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

６　地方自治法に基づく監査の状況（現年９月３０日現在）

（１）財政的援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項）

※1「監査結果」の「指摘事項」「注意事項」は県報別冊「監査結果」（いわゆる監査報告書）の内容を記入しています。

※2「措置の内容」は県報別冊「監査の結果に係る措置の通知の公表」（いわゆる措置公表）の内容を記入しています。

（２）包括外部監査（地方自治法第２５２条の３７第４項等）

※該当がある場合は、直近１年度分を記入しています。

元号　　年　　月　　日

監査結果
※以下のリンク先をご覧ください

措置の内容
※以下のリンク先をご覧ください

監査テーマ

実施年度 措置の公表年月日

該当の有無 無

【指摘事項】
該当なし

有直近の実施年月日 令和5年3月10日

元号　　年度

２つ前の実施年月日 令和2年10月27日 措置の公表年月日 有

措置の公表年月日 ― 監査実施の有無 有

監査結果　※1 措置の内容　※2

【指摘事項】
該当なし

該当なし

監査結果　※1

【注意事項】
該当なし

該当なし

― 監査実施の有無

監査結果　※1 措置の内容　※2

【指摘事項】
該当なし

該当なし

【注意事項】
該当なし

該当なし

【注意事項】
該当なし

措置の公表年月日 ―

措置の内容　※2

該当なし

該当なし

監査実施の有無

１つ前の実施年月日 令和4年3月18日
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

７　組織運営等の状況（直近の決算現在）

（１）理事会等の状況

※「開催回数（書面）」では、延べ開催回数を実数計上し、書面開催の回数を（カッコ）で内数計上しています。

※「定例回数（書面）」では、定例的に開催している回数を実数計上し、書面開催の回数を（カッコ）で内数計上しています。

※「定例回数の平均出席率」では、書面開催を除く各回の理事等の出席率（出席者の数÷全構成員の数）を計算し、

　その和の平均（出席率の合計÷書面開催を除く定例回数）を計算して計上しています（百分率で小数点第１位を四捨五入）。

※「備置」とは、事務所に備え置いて閲覧の権利を有する者等が求めた際に、すぐに見られるようにすることです。

（２）監査の状況

※監査又は会計に識見を有する者の詳細は、公社等外郭団体関与指針細則７をご覧ください。

（３）採用している会計基準

（４）財務諸表等の作成・公表・備置の状況

※「公表」とは、原則として団体のホームページで公表することです。

※「備置」とは、事務所に備え置いて県民等が求めた際に、すぐに見られるようにすることです。

開催回数
（書面）

定例回数
（書面）

定例回数の
平均出席率

作成義務の
有無

作成の有無
備置義務の

有無
備置の有無

理事会又は取締役会 4 5(0) 5(0) 89% 有 有 有 有

理事会等の状況
開催状況 議事録

義務回数

監査の状況
（行政による監査等は除き、

団体主体のものに限る）

公認会計士又は監査法人

監査又は会計に識見を有する者

財務諸表等の名称

定款

役員名簿

社団法人の構成員である
社員の名簿

事業報告書

貸借対照表

正味財産増減計算書等又は
損益計算書若しくはその要旨

キャッシュフロー計算書

附属明細書

財産目録

事業計画書

収支予算書

役職員の報酬及び給与に関する規程

無 無 無 無

無

無 無 無

有 有 無

無

業務の委託方法に関する規程

資金運用に関する規程

個人情報保護に関する規程

無 無 無

無 無 無情報公開に関する規程 無

有 有 無 無 無

無

無

無 無

無

無

無

無 無 無 無

有 有 有 有 有

有

無 無

無 無

有

実施している外部的な監査の内容

監査法人の監査

該当なし

補足事項

―

有

有 有 有 有 有 有

有 有 無 無 有

無

有

内部的な
監査

外部的な
監査

監事又は監査役
としての就任

実施の有無

義務の有無 就任の有無

備置の有無

無

無 無

有 有

無

無 有 無 無 無 無

無 無 無 無 無

無

無

無 有 無 無 無 無

無

有 有

有 無 無 無

有

無 無

有 有 無 無

有 有 無 無

名称 一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

無

その
他欄

作成義務
の有無

作成の有無
公表義務
の有無

公表の有無
備置義務
の有無
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

８　役職員等の状況

（１）常勤の役職員数 （単位：人） （各年度７月１日現在）

常勤役員数 ①～⑤の和

プロパー ①

民間人材　※1 ②

県退職者 ③

県現職者 ④

その他 ⑤

常勤職員数　※2 ⑥～⑨の和

プロパー ⑥

県退職者 ⑦

県現職者 ⑧

その他 ⑨

※1 「民間人材」とは、プロパー、議員、自治体の首長、行政職員（退職者を含む）等ではない外部の人材です。

※2 「常勤職員」とは、正規・非正規を問わず、団体が常勤職員として雇用している方です。

（２）常勤役職員の平均年収等の状況

※この表は実人員数に基づいて記入しています。

　実人員数とは、ある年度中の毎月1日現在の役職員数を合計して12か月で割り、小数点第2位を四捨五入しています。

※該当者が１名しかいない場合、個人情報保護の観点から平均年齢・年収は「＊」となっています。

９　中長期的な計画や達成目標となる指標の策定状況

前年度決算（R3年）

1 1

1 1

164 172 176

1 1

0 0 0

1 1 1

3 3 3

178178 185 190 181

0

平均年齢

平均年収

未公表

千円

人（ 6

項　目

10 11 10 8

取組状況

常勤職員

5 人）1

歳

千円

歳

3 人） 178 人（

人（

対象期間

5

22

1

有

中期経営計画

令和元年4月　～　令和6年3月

①安全の確保　②収益構造の改善（鉄道事業収入、関連事業（不動産事業、倉庫事業））
③設備投資　④効率的な業務改善　⑤コスト削減　⑥人材の確保・育成

指標１：営業損益【実績】162百万円【目標】100百万円
指標２：経常損益【実績】171百万円【目標】110百万円

該当なし

策定の有無

計画①～⑥における令和4（2022）年度の取組状況は次のとおり。
①鉄道運転事故は２件発生したが、いずれも部外要因（踏切障害事故）によるものであった。また、
傷害事故が１件発生したため基本動作の見直しとその徹底を図った。安全推進委員会を毎月開催し、
事故事例やヒヤリハット報告を取り上げるなど再発防止や重大事故の未然防止に取り組んでいる。
②鉄道事業は石油類の輸送量がほぼ前年度並であった一方、コンテナ輸送はロシアのウクライナ侵攻や半導体不足
に伴う国内製造業の不振等の影響を受け減少となった。結果、車扱とコンテナを合わせた
総輸送量は、1,919千トン（前期比99.0％）、運輸雑収を合わせた営業損益は44百万円（前期比86.0％）の利益で
あった。関連事業については、不動産事業の営業損益は67百万円の利益（前期比125.4％）、
倉庫事業の営業損益は51百万円の利益（前期比148.2％）と好調であった。
③設備投資額は165百万円であり、主なものは枕木PC化改良（33百万円）踏切器具箱取替（17百万円）
コンテナ荷役機械取替（17百万円）などである。
④鉄道事業の効率化を図るため、貨物営業の基幹となる「臨海システム」の更新を進めている。
また会計・税務上の諸制度の改正に対応できるよう会計システムの見直し（クラウド化含む）を進めている。
⑤踏切遮断機取替えを外注せず、必要な部品を購入し全て直轄で施行した。
⑥9名の新規採用と3名の中途採用を行い、令和5年度の新規採用者 8 名の内定を行った。昇進試験の適切な運用に
よる社員のキャリアアップ、各種講習会への参加及び技能習得の慫慂を図っている。

直近決算（R4年）

63 63

10,039 9,945

歳 歳

平均年収 千円 千円

直近４年度前
（R1年）

直近３年度前
（R2年）

前々年度
（R3年）

前年度
（R4年）

6 6

項　目
現年度
（R5年）

6 6

0 0 0

1 2 2

2

11

0

3

3

1

人（ 人）

165 171

0

2 2

2 2

2

策定年月日 令和元年4月

概要

指標の達成状況

特記事項

0

例：4～6月（3か月間）の役員数が5名、7～12月（6か月間）が6名、1～3月（3か月間）が5名であった場合は、
（15人＋36人＋15人）/12か月=5.5人となります。

名称 公表方法

常勤役員

人数（内数：県退職者及び県現職者） 190

人数（内数：県退職者及び県現職者）

40 40

4,750 4,786

平均年齢

人）
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

１０　財務状況 （単位：千円又は％）

（１）貸借対照表

企業会計の場合 ※使用しない表は行ごと削除

（２）損益計算書

企業会計の場合 ※使用しない表は行ごと削除

（３）主な経営指標

企業会計の場合 ※使用しない表は行ごと削除

※純資産が「０」又は債務超過の場合、「自己資本比率」「有利子負債比率」は計算できません。

10.56% 有価証券評価益の増

該当なし

現金預金の増

▲ 2.36%

▲ 40.04%
1年以内返済長期借入金に
組み入れ

4,609,458

1,970,984

4,876,907 5.80%

　うち有利子負債 3,287,410 ▲ 7.76%3,630,258 3,563,834

純資産合計 4,534,563

35.28% ４年度法人税等調整額の増

10.05%

該当なし

該当なし

該当なし

４年度法人税等調整額の増

0.00%

利益剰余金

長期借入金の減

6,688,939 6,431,657 ▲ 3.85%

1.73%

1,934,503 2,197,308

該当なし

流動負債

前年度決算
（令和3年）

直近決算
（令和4年）

直近増減率
（前年度比）

資
産

流動資産

該当なし

1年以内返済長期借入金の増

9,373,546 9,207,392 9,366,382資産合計

7,179,952 7,272,889 7,169,074 ▲ 1.43% 該当なし

13.59%

税引前当期純利益 173,963

特別損失 27,713 3,827

398,954

営業外費用 81,457 72,836 67,471

特別利益 46,288 68,186 1,199

270,722 257,506 261,329

経常利益

売上総利益

155,388 171,811

113,138 169,183

245.69%

16.64%

法人税、住民税及び事業税額

直近の増減理由
（対前年比10％以上の増減等）

該当なし

該当なし

営業外収益 108,613 80,702 76,601 ▲ 5.08%

▲ 0.07%

直近増減率
（前年度比）

営業利益 128,232 139,428 162,681 16.68%

販売費及び一般管理費

項　目

前期 機関車廃止による車両修繕
引当金あり

前々年度決算
（R2年）

前年度決算
（R3年）

49.54%

102,342

396,934

147,294

▲ 96.26%

▲ 7.37%

前期 カーリターダー除却による
損失あり

2,391,650

▲ 98.24%

該当なし

該当なし

倉庫収入、不動産収入の増

該当なし

該当なし

1.48%

2,393,241

424,010 6.82%

前々年度決算
（R2年）

前年度決算
（R3年）

直近決算
（R4年）

繰延税金資産の増

有利子負債比率（有利子負債残高÷純資産×100）

234.85%

80.06% 77.32% 67.41%

112.75%

固定負債

2,193,594

項　目
前々年度決算
（令和2年）

934,030 787,368 1,948,854 147.52%

負
債

　うち有形固定資産 6,582,267

直近の増減理由
（対前年比10％以上の増減等）

固定資産

負債合計 4,838,982

3,904,952 3,810,566 2,540,620 ▲ 33.33%

31,878

48.38% 50.06% 52.07%自己資本比率（純資産÷（負債＋純資産）×100）

4,489,4744,597,934

33,175 ▲ 96,702 ―

79,963 265,885 232.51%当期純利益 142,085

流動比率（流動資産÷流動負債×100）

項　目

3,287,410

売上原価 1,981,436 1,996,307 1,967,640 ▲ 1.44%

売上高 2,380,390

純
資
産

資本金 1,948,000 1,948,000 1,948,000

　うち繰越利益剰余金 673,682 753,646 1,019,531

2,646,646 2,912,5312,566,682

直近決算
（R4年）

評価・換算差額等 19,881 14,812 16,376

　うち長期借入金 3,373,834
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

１１　借入金残高等の状況 （単位：千円又は％）

各年度の借入金

各年度の償還金

借入金決算残高 ①＋②

経営難を理由としたもの ①＝③＋⑤＋⑦

それ以外のもの ②＝④＋⑥＋⑧

県 ③＋④

経営難を理由としたもの ③

それ以外のもの ④

県以外の行政 ⑤＋⑥

経営難を理由としたもの ⑤

それ以外のもの ⑥

民間その他 ⑦＋⑧

経営難を理由としたもの ⑦

それ以外のもの ⑧

県による損失補償等の額※ ⑨＋⑩

経営難を理由としたもの ⑨

それ以外のもの ⑩

※　損失補償等とは、損失補償、損失てん補又は債務保証です。

１２　総収入と県の財政支出等の状況

（１）総収入と県の財政支出等 （単位：千円又は％）

総収入 ①＝②～⑥の和

運用益収入 ②

会費収入 ③

寄附収入 ④

行政からの委託料等収入 ⑤

その他収入（②～⑤以外） ⑥

県の財政支出 ⑦＝⑧＋⑨＋⑩

対総収入割合 ⑦÷①

委託料 ⑧

対総収入割合 ⑧÷①

補助金・交付金・負担金 ⑨

対総収入割合 ⑨÷①

その他（⑧⑨以外） ⑩

対総収入割合 ⑩÷①

有価証券損益 ⑪＋⑫

投資有価証券評価損益（含み損益） ⑪

売却・償還・配当等損益（実損益） ⑫

運用中の有価証券の取得額

（２）県からの財政的な支援（借入金及び損失補償等を除く） （単位：千円）

資
金
運
用

28,590 21,300 23,550 10.56%

28,590 21,300 23,550 10.56%

0 0 0 ―

0

県
の
財
政
支
出
の
内
訳

直近増減率
対前年度比

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 ―

0

0 0 0 0 0

直近４年度前
（H30年）

直近３年度前
（R1年）

前々年度
（R2年）

前年度
（R3年）

直近決算
（R4年）

0 0 ―

0 0 ―

0.00% 0.00% 0.00% ―

0 0 ―

0.00% 0.00% 0.00% ―

0

0

―

0.00% 0.00% ―

0.00% 0.00% 0.00% ―

0 0

借
入
先
の
内
訳

0 0 0 ―

0 0 0 ―

3,630,258 3,563,834 3,287,410 ▲ 7.76%

0 0 0 ―

0

2,535,291

0

0 0

0 ―

0 0 0 ―

3,630,258 3,563,834 3,287,410 ▲ 7.76%

前々年度決算
（R2年）

前年度決算
（R3年）

直近決算
（R4年）

0 0 0 ―

2,542,130 2,469,452 ▲ 2.86%

0 0 0 ―

3,630,258 3,563,834 3,287,410 ▲ 7.76%

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0

項 目
前々年度決算
（R2年）

0 ―

998,000 0 0 ―

1,264,424 66,424 276,424 316.15%

前年度決算
（R3年）

3,630,258 3,563,834 3,287,410 ▲ 7.76%

0 0

項　目

運営費補助

赤字補填等

経営難を理由とした追加出資又は出捐

▲ 5.08%

―

▲ 2.79%

108,613 80,702 76,601

0 0 0

2,426,678 2,461,428 2,392,851

0 0 0 ―

0 0 0

0.00%

―

直近決算
（R4年）

直近増減率
対前年度比

―

項 目

9/9


